
きるよ
他市との う、地域の特性や公共的課題を鑑み、多種多様な講座を開催し、生涯学習の推進を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 637 617 332 577 合計 332,193 円
報償費 204,000 円

財
　
源

特定財源 96 75 27 93 需用費 83,493 円
役務費 23,000 円

一般財源 541 542 305 484 使用料及び賃借料 21,700 円

職員人件費　② 3,858 3,851 3,360 3,390

総事業費（①＋②） 4,495 4,468 3,692 3,967

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 講座受講料

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 生

令

涯学習
施策体系

施策の

和

内容 学習機会の充実

目

２

　
　
　
的

　多様化する

年

市民の学習要求に応え

度

、誰もが

主
た
る
内
容

　

評

市民ニーズの把握に努

価

め、各種講座を前期
気

）

軽に学べる機会と場所

刈

を提供し、生涯学習 と

谷

後期に分けて約3か月

市

間で開設し、市民が気

事

の推進と支援を図る。

務

軽に学習活動に参加で

事

きる場を提供する。

位

業

置
づ
け

関連計画 刈谷市

評

生涯学習推進計画

根拠

価

法令 社会教育法

対象者

シ

市内在住・在勤または

ー

在学の人 事業期間 ～

実

ト

施方法 ■直営　□委託

（

　□指定管理　□補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

教

０年度実績 元年度実績

育

２年度実績 ３年度計画

部

・市民講座開設数　　

一

7講座 ・市民講座開設

般

数　　7講座 ・市民講

会

座開設数　　5講座 ・

計

市民講座開設数　　8

市

講座
・市民講座受講者

民

数　111人 ・市民講

講

座受講者数　 92人

座

・市民講座受講者数　

開

 50人 ・市民講座受

設

講者数　101人
※新

事

型コロナウイルス感染

業

症
　の影響により前期

担

3講座中止

　受講者の

当

知識・教養の向上、技

課

能の習得に資すると共

富

に、学習者相互のふれ

士

あいの場を提供するこ

松

とにより、生涯学習

成

市

果
活動の推進に貢献す

民

ることができた。

　市

セ

民講座受講者の受講後

ン

の継続的な活動を考慮

タ

し、受講者による新た

ー

な自主サークル結成や

款

既存サークルへの参加

項

の促

進を図る必要があ

目

る。
課題

指標名称（単

担

位）
実績値 目標値

３０

当

年度 元年度 ２年度 ３年

係

度 ５年度

成果 市民講座

1

受講者数（人） 111

0

92 50 101 140

6

指標
 

指標
　近隣市（

9

安城市）においても、地区公民館単位で、市民が多様な学習機会の提供を受けることがで



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民に学習機会を提供

令

し、市民の生涯学習活

和

動を支援す
・法的業務

３

高い
るため必要性の高

年

い事業である。
必要性

度

・市民ニーズ、社会需

（

要
・市民生活上必要で

令

ある　など

　各種講座

和

の開催により市民への

２

多様な学習プログラム

年

の
・コストの節減、費

度

用対効果
普通

提供、学

評

習意欲の一層の向上や

価

参加促進を効率的に行

）

って
効率性 ・執行体制

刈

の効率性 いる。
・手段

谷

の最適性　など 　少人

市

数で講座を実施し、各

事

講座への取り組み易さ

務

や講座
の目的・目標達

事

成の向上に努めている

業

。
　ニーズに対応しな

評

がらも流行に左右され

価

ないプログラム
・市が

シ

主体となって実施する

ー

高い
の提供など、市民

ト

の継続性のある生涯学

（

習活動を支援する
妥当

様

性 　べき事業であるか

式

ために、市の関与は必

２

要である。
・総合計画

）

との整合性　など

　各

会

種講座を実施すること

計

で、市民の学習意欲の

名

向上及び

施策への ・施

担

策への貢献度
普通

学習

当

活動への参加促進に寄

部

与している。
・目標達

教

成度
貢献度 ・市民サー

育

ビスへの効果　など

今

部

後の方向性 □拡充　■

一

現状維持　□改善・効

般

率化　□縮小　□終期

会

設定　□休止・廃止

　

計

引き続き、各種講座を

市

行うことで、市民の学

民

習意欲の向上を図ると

講

ともに学習活動への参

座

加を促進していく。

開設事業

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

担

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

当

　
評
　
価
　
∨

課 富士松市民センター

款 項 目 担当係

10 6 9



市（安城市）においても公民館単位で、利用団体が学習成果を発表する「公民館まつり」を年1回開
他市との 催し、地域の生涯学習活動の啓発を行っている。※令和2年度は全て中止
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 347 347 66 348 合計 66,274 円
委託料 64,724 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 1,550 円

一般財源 347 347 66 348

職員人件費　② 2,315 2,310 2,613 2,637

総事業費（①＋②） 2,662 2,657 2,679 2,985

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

生涯学習
施策体系

施策

和

の内容 学習活動の支援

２

目
　
　
　
的

　富士松市

年

民センターの利用団体

度

が日頃の学

主
た
る
内
容

評

　学習成果の発表・展

価

示、芸能音楽の発表、

）

習成果を発表・展示す

刈

ることにより、学習意

谷

茶会等を年1回、富士

市

松市民センター全館で

事

実
欲の向上と団体間の

務

交流や親睦を図る。 施

事

する。

位
置
づ
け

関連計

業

画 刈谷市生涯学習推進

評

計画

根拠法令 社会教育

価

法

対象者 富士松市民セ

シ

ンター利用団体及び地

ー

域住民 事業期間 平成２

ト

年度 ～

実施方法 ■直営

（

　■委託　□指定管理

様

　□補助・助成　□そ

式

の他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　

教

実
　
績

３０年度実績 元

育

年度実績 ２年度実績 ３

部

年度計画

2月17日（

一

日）開催 2月16日（

般

日）開催 2月21日（

会

日） 2月中旬開催
・参

計

加団体数　18団体 ・

学

参加団体数　19団体

習

※新型コロナウイルス

発

感染拡 ・参加団体数　

表

20団体
・参加者数 

会

    227人 ・参

実

加者数     20

施

2人 　大防止のため中

事

止 ・参加者数    

業

 230人
・入場者数

担

     485人 ・

当

入場者数     4

課

46人 ・入場者数  

富

   490人

　新型

士

コロナウイルス感染症

松

の影響により中止とな

市

ったが、実行委員会立

民

ち上げをはじめとする

セ

事前準備等を円滑に実

ン

施

成果
することができ

タ

た。

　予定していた参

ー

加団体数は例年通り見

款

込まれたが、今後の現

項

状維持及び拡大する方

目

策が求められる。

課題

担

指標名称（単位）
実績

当

値 目標値

３０年度 元年

係

度 ２年度 ３年度 ５年度

1

活動 参加団体数（団体

0

） 18 19 0 20 23

6

指標
成果 来館者数【参

9

加者数＋入場者数】 712 648 0 720 730
指標 （人）

　近隣



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民センターの利用

令

団体である市民が、日

和

頃の学習成果
・法的業

３

務
高い

を発表・展示す

年

ることで、学習意欲の

度

向上と団体間の交流
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要 や親睦を図るた

和

め、必要性の高い事業

２

である。
・市民生活上

年

必要である　など

　市

度

民センターの利用団体

評

で構成される実行委員

価

会に委託
・コストの節

）

減、費用対効果
普通

し

刈

、活動の充実・活性化

谷

を図り、学習意欲の一

市

層の向上や
効率性 ・執

事

行体制の効率性 参加促

務

進を行い、効率的な運

事

営を行っている。
・手

業

段の最適性　など

　学

評

習成果の発表の場の提

価

供など市民の生涯学習

シ

活動を支
・市が主体と

ー

なって実施する
高い

援

ト

するために、市の関与

（

は必要である。
妥当性

様

　べき事業であるか
・

式

総合計画との整合性　

２

など

　学習発表会を実

）

施することで、市民の

会

学習意欲の向上及

施策

計

への ・施策への貢献度

名

普通
び学習活動への参

担

加の促進に寄与してい

当

る。
・目標達成度

貢献

部

度 ・市民サービスへの

教

効果　など

今後の方向

育

性 □拡充　■現状維持

部

　□改善・効率化　□

一

縮小　□終期設定　□

般

休止・廃止

　引き続き

会

、学習発表会を行うこ

計

とで、市民の学習意欲

学

の向上を図るとともに

習

学習活動への参加を促

発

進していく。

表会実施

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

事

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

業

価
　
∨

担当課 富士松市民センター

款 項 目 担当係

10 6 9



ても、地区公民館単位で、施設管理コストの削減に努め、また、積極的に利用者
他市との からの意見収集に努め、適切に対処することで、よりよい施設環境の提供を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 12,686 13,513 13,699 14,915 合計 13,698,922 円
需用費 4,130,545 円

財
　
源

特定財源 1,539 1,564 1,246 1,564 役務費 264,572 円
委託料 8,845,765 円

一般財源 11,147 11,949 12,453 13,351 使用料及び賃借料 65,010 円
備品購入費 393,030 円

職員人件費　② 7,716 7,702 7,466 7,533

総事業費（①＋②） 20,402 21,215 21,165 22,448

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 市民センター使用料
行政財産目的外使用料

４年度以降の事業費見込 0 電話料実費

Ｄ

徴収金

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 生涯学

令

習
施策体系

施策の内容

和

生涯学習施設の利用促

２

進

目
　
　
　
的

　生涯学

年

習施設（富士松市民セ

度

ンター）の維

主
た
る
内

評

容

　施設利用に係る受

価

付事務、施設清掃、各

）

種
持管理に努め、利用

刈

者の利便を図る。 設備

谷

機器の日常・定期点検

市

を通じて、施設の
適正

事

な維持・保守管理を行

務

う。

位
置
づ
け

関連計画

事

刈谷市生涯学習推進計

業

画

根拠法令 社会教育法

評

、刈谷市市民センター

価

条例、刈谷市公民館条

シ

例

対象者 市民 事業期間

ー

昭和５９年度 ～

実施方

ト

法 ■直営　■委託　□

（

指定管理　□補助・助

様

成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

３０年

教

度実績 元年度実績 ２年

育

度実績 ３年度計画

富士

部

松公民館利用者数 富士

一

松公民館利用者数 富士

般

松公民館利用者数 富士

会

松公民館利用者数
　　

計

　　　  18,86

施

4人 　　　　　  1

設

9,836人 　　　　

管

　  10,816人

理

　　　　　  12,

事

000人
施設利用率　

業

  30.6％ 施設利

担

用率　  31.1％

当

施設利用率　  23

課

.7％ 施設利用率　 

富

 25.0％

　身近な

士

学習施設である富士松

松

市民センターで、年代

市

を問わず公民館利用者

民

が気軽に利用できるよ

セ

う住民の利便を図り、

ン

成果
生涯学習の場を提

タ

供できた。

　公民館利

ー

用者数、施設利用率の

款

増加のため、引き続き

項

、施設の利用促進を図

目

る必要がある。

課題

指

担

標名称（単位）
実績値

当

目標値

３０年度 元年度

係

２年度 ３年度 ５年度

成

1

果 富士松公民館利用者

0

数（人） 18,864

6

19,836 10,8

9

16 12,000 20,000
指標
成果 施設利用率（％） 30.6 31.1 23.7 25.0 31.5
指標

　近隣市（安城市）におい



①＋②） 3,536 0 3,338 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 生涯学

令

習
施策体系

施策の内容

和

生涯学習施設の利用促

２

進

目
　
　
　
的

　富士松

年

市民センターの施設又

度

は設備の改修

主
た
る
内

評

容

　施設又は設備の改

価

修工事
等を行うことに

）

より、安全で快適な施

刈

設を維
持する。

位
置
づ

谷

け

関連計画

根拠法令

対

市

象者 市民 事業期間 令和

事

２年度 ～ 令和２年度

実

務

施方法 □直営　□委託

事

　□指定管理　□補助

業

・助成　■その他

評価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

）

０年度実績 元年度実績

会

２年度実績 ３年度計画

計

・館内非常照明取替修

名

繕 　 ・防犯カメラ改修

担

工事 　
・屋上笠木ジョ

当

イントシーリ 　 ・漏電

部

火災警報器取替工事 　

教

　ング打替修繕 　 　
・

育

防火シャッター改修工

部

事 　 　
　　　――――

一

――― 　　　――――

般

―――

　設備の改修を

会

行い、安全で快適な施

計

設を維持することがで

施

きた。

成果

　施設を安

設

全に使い続けていくた

改

めに、計画的かつ適切

修

に改修を行っていく必

事

要がある。

課題

指標名

業

称（単位）
実績値 目標

担

値

３０年度 元年度 ２年

当

度 ３年度 ５年度

活動 工

課

事件数（件） 3 ― 2 ―

富

―
指標

指標

他市との
比

士

較検証

松市民センター

款

Ｃ
　
事
　
業
　

項

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

目

３０年度 元年度 ２年度

担

３年度 ２年度

（決算）

当

（決算） （決算） （予

係

算） 事業費内訳

事業費

1

　① 2,764 0 2,

0

591 0 合計 2,59

6

0,500 円
工事請

9

負費 2,590,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 2,764 0 2,591 0

職員人件費　② 772 0 747 0

総事業費（


